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表紙

第66回  定時株主総会

招集ご通知
　

日 時 2022年６月29日（水曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

場 所
東京都渋谷区桜丘町26番１号
セルリアンタワー東急ホテル
地下2階 ボールルーム

　
議 案 目 次

第1号議案 剰余金の処分の件
第2号議案 定款一部変更の件
第3号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）

６名選任の件
第4号議案 補欠の監査等委員である取締役

１名選任の件

議決権行使が簡単に

スマート行使 対応®

スマートフォンか
らQRコードを読み
取ることで議決権
を簡単にご行使い
ただけます。

第66回定時株主総会招集ご通知　 １
株主総会参考書類　 ９
(添付書類)
事業報告　 25
連結計算書類　 42
計算書類　 44
監査報告　 46
　

新型コロナウイルス
感染症に関する
対応について

■●新型コロナウイルス感染症拡大防止と、皆様の安全・安心を最優先に、株主総会
へのご来場を見合わせることもご検討いただきますようお願い申しあげます。

■●今後の流行状況により、株主総会の運営に大きな変更が生ずる場合は、下記当社
   ウェブサイトにおいてお知らせいたします。

https://www.casio.co.jp/ir/meeting/

当日ご出席の株主の皆様へのお土産は、ご用意しておりません。
何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。

※QRコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。 証券コード：6952
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狭義招集

株 主 各 位 証券コード 6952
2022年６月７日

東 京 都 渋 谷 区 本 町 一 丁 目 ６ 番 ２ 号

代表取締役 社長 CEO 樫 尾  和 宏

■1 日　　時 2022年６月29日（水曜日）午前10時（受付開始：午前９時）
■2 場　　所 東京都渋谷区桜丘町26番１号

セルリアンタワー東急ホテル 地下２階 ボールルーム
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

■3 目的事項 報告事項 1. 第66期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）
事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人
及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第66期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決議事項 第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　定款一部変更の件
第３号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件
第４号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

第66回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第66回定時株主総会を開催いたしますので、下記のとおりご案内申しあげます。
　本年は、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点と、株主の皆様の安全・安心を最優先に、本株主総
会へのご来場を見合わせることもご検討いただき、スマート行使をはじめとするインターネット等又は書
面（郵送）により議決権を事前に行使くださいますようご推奨申しあげます。お手数ながら後記の株主総
会参考書類をご検討いただき、４頁から６頁のご案内に従って、2022年６月28日（火曜日）午後５時
30分までに議決権を行使していただきますようお願い申しあげます。

敬　具
記

以　上
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狭義招集

◎ 本招集ご通知において提供すべき書類のうち、次に掲げる事項については、法令及び定款の規定に基づき、
インターネット上の当社ウェブサイトに掲載いたします。
・事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要」
・連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
・計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」
なお、これらの事項は、会計監査人及び監査等委員会が監査した対象に含まれております。

◎ 株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の
当社ウェブサイトに掲載いたします。

当社ウェブサイト（https://www.casio.co.jp/ir/meeting/）
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新型コロナウイルス感染症拡大防止

本株主総会における新型コロナウイルス感染症拡大防止への対応について

・新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点と、株主の皆様の安全・安心を最優先に、本株主総会へのご
来場を見合わせることもご検討いただき、スマート行使をはじめとするインターネット等又は書面（郵
送）により議決権を事前に行使くださいますようご推奨申しあげます。
議決権行使の方法につきましては、招集ご通知４頁から６頁をご参照ください。
議決権行使期限：2022年６月28日（火曜日）午後５時30分まで
・本株主総会当日、株主の皆様がご自宅等でも株主総会の模様をご覧いただけるようインターネットによ
るライブ配信をいたします。ご利用にあたりましては、招集ご通知７頁から８頁をご参照ください。
なおライブ配信をご視聴の場合、会社法上の出席には該当しないため、当日の議決権の行使や質問はで
きません。議決権は事前にご行使していただきご視聴くださいますようお願いいたします。

・マスクのご着用及びアルコール消毒液のご使用にご協力をお願いいたします。
ご協力いただけない場合は、ご入場をお断りさせていただく場合がございますので、あらかじめご了承くだ
さい。
・会場へのご入場にあたり、検温を実施させていただきます。発熱や体調不良が見受けられる方には、
ご入場をお断りさせていただく場合やご退出をお願いする場合がございますので、あらかじめご了承
ください。
・本株主総会の議事は、例年より時間を短縮して行う予定です。本株主総会の円滑かつ効率的な運営への
ご理解並びにご協力をお願いいたします。

・運営スタッフは、事前に検温をはじめ体調を確認した上で、マスクを着用して応対させていただきま
す。また一部の運営スタッフは手袋も着用させていただく場合がございます。

・ドリンクの提供は取り止めさせていただいております。
・座席の間隔を空けるため、座席数に限りがございます。そのため人数超過の場合には入場をお断りさせ
ていただく場合がございます。

・お土産のご用意はございません。

１．株主の皆様へのお願い

２．ご来場される株主の皆様へのお願い

３．当社の対応についてのご案内
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議決権行使

事前に議決権を行使する場合

機関投資家の皆様へ 議決権行使の方法として株式会社ICJが運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用
いただけます。

当日ご出席いただく場合

議決権行使には、以下の方法がございます。後記株主総会参考書類をご検討のうえ、ご行使いただきますようお願い
申しあげます。

「スマート行使」によるご行使

議決権行使書

議決権行使書
こちらを切り取って
ご返送ください

2022年6月28日
（火曜日）
午後5時30分入力完了分まで

同封の議決権行使書用紙の右下「スマー
トフォン用議決権行使ウェブサイトログ
インQRコード」をスマートフォンかタ
ブレット端末で読み取ります。

詳細につきましては5頁をご覧ください。 詳細につきましては6頁をご覧ください。

議決権行使コード・
パスワード入力によるご行使 2022年6月28日

（火曜日）
午後5時30分到着分まで2022年6月28日

（火曜日）
午後5時30分入力完了分まで

議決権行使期限

当社の指定する下記議決権行使ウェブサ
イトにアクセスしていただき、画面の案
内に従って賛否をご入力ください。

同封の議決権行使書用紙に賛否をご記入
いただき、切手を貼らずにご投函くださ
い。

郵送（書面）によるご行使インターネット等による行使

議決権行使ウェブサイト
https://www.web54.net

議決権行使期限
議決権行使期限

■●議決権行使のお取り扱い
1. インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
2. インターネット等と書面の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等によるものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

同封の議決権行使書用紙をご持参いただき、株主総
会当日に会場受付にご提出くださいますようお願
い申しあげます。

株主総会開催日時

2022年6月29日（水曜日）
午前10時（受付開始：午前9時）

■● 代理人による議決権のご行使は、当社の議決権を有する他の株主様1名に委任する場合に限られます。なお、会場受付にて代理権を証明する書面の
ご提出が必要となりますので、ご了承ください。

※QRコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。
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スマート行使、議決権行使コード・パスワードによる行使

「スマート行使」によるご行使

確認画面で問題なければ
「この内容で行使する」ボタン
を押して行使完了

同封の議決権行使書用紙の
右下「スマートフォン用
議決権行使ウェブサイト
ログインQRコード」をス
マートフォンかタブレット
端末で読み取ります。

一度議決権を行使した後で行使内容を変更
される場合、再度QRコードを読み取り、
議決権行使書用紙に記載の「議決権行使
コード」「パスワード」をご入力いただく
必要があります。

※QRコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

QRコードからスマートフォン用議決権行使
ウェブサイトへアクセス1

4

Q R
コード

Q R
コード

議決権行使方法を
選ぶ
表示されたURLを開くと
議決権行使ウェブサイト
画面が開きます。
議 決 権 行 使 方 法 は2つ 
あります。

2

各議案について
個別に指示する
場合、画面の 
案内に従って 
各議案の賛否を
ご入力ください

3
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スマート行使、議決権行使コード・パスワードによる行使

●●● -●●●●

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

議決権行使コード・パスワード入力によるご行使

議決権行使ウェブサイトへアクセス1

※インターネット等による議決権行使は、当社の指定する議決権行使ウェブサイトをご利用いただくことによってのみ可能です。
　議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダ及び通信事業者の料金（接続料金等）は、株主様のご負担となります。

スマートフォン・パソコン・携帯電話
の操作方法に関するお問い合わせ先

三井住友信託銀行
証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

［ 電 話 ］0120ー652ー031
                   （フリーダイヤル）
受付時間 午前9時～午後9時

議決権行使書用紙イメージ（裏）

初期パスワード

議決権行使コード

パスワードを入力3

「次へすすむ」をクリック
議決権行使ウェブサイト
https://www.web54.net

ログインする2
「議決権行使コード」※を
入力し、「ログイン」を
クリック

「パスワード」※を入力し、
「登録」をクリック

※「議決権行使コード」
「パスワード」は、

お手元の議決権行使書用紙の 
所有株式数が印字されている 
面の左下に記載されています。

（1） パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人
であることを確認するための重要な情報です。
印鑑や暗証番号同様、大切にお取扱いください。

（2） パスワードは一定回数以上間違えると使用でき
なくなります。パスワードの再発行をご希望の
場合は、画面の案内に従ってお手続きください。

（3） 議決権行使書用紙に記載されている議決権行使
コードは、本総会に限り有効です。
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株主総会インターネット配信のご案内

インターネットによるライブ配信のご案内

１．配信日時
2022年６月29日（水曜日）午前10時～株主総会終了時刻まで
※配信ページは、株主総会開始30分前の午前９時30分頃より開設予定です。

ＵＲＬ https://6952.ksoukai.jp
　

ＩＤ 株主番号（議決権行使書に記載された９桁の半角数字）

パスワード 郵便番号（2022年３月末時点のご登録住所の郵便番号７桁の半角数字。
ハイフンは除く。）

２．ご視聴方法
（１）以下ＵＲＬ又はＱＲコードからライブ配信のページにアクセスしてください。

（２）ログイン画面でＩＤとパスワードをご入力ください。
議決権行使書を投函する前に株主番号を必ずお手元にお控えください。

［ご参考］議決権行使書におけるＩＤの記載位置

株主番号（９桁の数字）

（３）「参加を申し込む」ボタンをクリックし、視聴のお申し込みをしてください。
なお、株主総会当日の参加申し込みも可能です。

（４）開始時間になりましたら「参加」ボタンをクリックし、ライブ配信をご視聴ください。

ご自宅等でも株主総会の模様をご覧いただけるよう、以下のとおり株主の皆様向けにインターネットによる
ライブ配信をいたします。
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株主総会インターネット配信のご案内

３．ご視聴に関する留意事項
・ライブ配信を通じて、会社法で定める議決権の行使、質問等はできません。議決権は、2022年６月28
日（火曜日）午後５時30分までにインターネット等又は書面によりご行使いただきますようお願いい
たします。
・ご使用の機器やネットワーク環境によってはご利用いただけない場合がございます。事前に、当日ご利
用いただく端末で左記ＵＲＬへアクセスのうえ、視聴確認用動画が正しく再生されることをご確認くだ
さい。
・ライブ配信のご利用に際して発生する費用(インターネット接続料金、通信料金等)は、株主様のご負担
となります。
・ライブ配信をご利用いただけるのは、当社株主名簿（2022年３月31日現在）に記載された株主様のみ
とさせていただき、第三者への提供は固くお断りいたします。
・複数の端末から同じＩＤ（株主番号）でログインすることはできませんのでご留意ください。
・万全を期しておりますが、通信環境の悪化やシステム障害等の不測の事態によりご利用できない場合が
あるほか、状況によっては中止することがあります。あらかじめご了承ください。
・撮影、録画、録音、保存及びＳＮＳ等での公開はご遠慮ください。
・ご出席される株主様のプライバシーに配慮いたしまして、ライブ配信の映像は議長席及び役員席付近の
みとさせていただきます。

４．ご視聴方法に関するお問合せ先
サポートダイヤル　03-4266-8730
本株主総会当日６月29日（水曜日）のみ　午前９時から本株主総会終了まで

※QRコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

8



株主総会参考書類

2022/05/25 22:30:16 / 21825187_カシオ計算機株式会社_招集通知

剰余金処分議案

第1号議案 剰余金の処分の件

　当社は、株主の皆様の利益を維持・拡大することを重要な経営課題と位置付けており、安定配当の維持を基
本に、利益水準、財務状況、配当性向、将来の事業展開・業績見通しなどを総合的に勘案した上で、成果配分
を決定しております。
　当期の期末配当につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

１．配当財産の種類
金銭

２．配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式　１株につき22円50銭
配当総額　　　5,418,271,575円
なお、中間配当金として１株につき22円50銭をお支払いいたしておりますので、年間の配当金は１株
につき45円となります。

３．剰余金の配当が効力を生ずる日
2022年６月30日

<ご参考＞
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定款一部変更議案

第2号議案 定款一部変更の件

現行定款 変更案

第３章　株主総会 第３章　株主総会
第13条～第15条（条文省略） 第13条～第15条（現行どおり）

（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供）
第16条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考書

類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に記載又は
表示をすべき事項に係る情報を、法務省令に定めると
ころに従いインターネットを利用する方法で開示する
ことにより、株主に対して提供したものとみなすこと
ができる。

（削　　除）

１．変更の理由
　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定する改正規定が
2022年９月１日に施行されることに伴い、株主総会資料の電子提供制度が導入されることとなりますの
で、次のとおり定款を変更するものであります。
(1) 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨を定款に定めることが義務付けら
れることから、変更案第16条（電子提供措置等）第１項を新設するものであります。

(2) 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる事項のうち、書面交付を請求した株
主に交付する書面に記載する事項の範囲を法務省令で定める範囲に限定することができるようにするた
め、変更案第16条（電子提供措置等）第２項を新設するものであります。

(3) 株主総会資料の電子提供制度が導入されますと、現行定款第16条（株主総会参考書類等のインターネッ
ト開示とみなし提供）の規定は不要となるため、これを削除するものであります。

(4) 上記の新設及び削除される規定の効力に関する附則として第38条を設けるものであります。なお、本条
の規定は期日経過後に削除するものといたします。

２．変更の内容
　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）
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定款一部変更議案

現行定款 変更案

（電子提供措置等）
（新　　設） 第16条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考書類

等の内容である情報について、電子提供措置をとる。
② 当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法務省令で
定めるものの全部又は一部について、議決権の基準日
までに書面交付請求した株主に対して交付する書面に
記載しないことができる。

第７章　附則 第７章　附則
第36条～第37条（条文省略） 第36条～第37条（現行どおり）

（株主総会資料の電子提供に関する経過措置）
（新　　設） 第38条 定款第16条（株主総会参考書類等のインターネット

開示とみなし提供）の削除及び定款第16条（電子提
供措置等）の新設は、2022年９月１日から効力を生
ずるものとする。

② 前項の規定にかかわらず、2022年９月１日から６ヶ
月以内の日を株主総会の日とする株主総会について
は、定款第16条（株主総会参考書類等のインターネ
ット開示とみなし提供）は、なお効力を有する。

③ 本条の規定は、2022年９月１日から６ヶ月を経過し
た日又は前項の株主総会の日から３ヶ月を経過した日
のいずれか遅い日後にこれを削除する。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

第3号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件

候補者
番号 氏　名 当社における地位及び担当 属　性

1 か し

樫
 

 
お

尾
 

　
か ず

和
 

 
ひ ろ

宏 代表取締役 社長 ＣＥＯ 再 任
　

2 な か

中
 

 
や ま

山
 

　　
 

 
じ ん

仁 代表取締役 専務執行役員
ＣＨＲＯ 再 任

　

3 た か

高
 

 
の

野
 

　　
 

 
し ん

晋 取締役 常務執行役員 ＣＦＯ 再 任
　

4 か し

樫
 

 
お

尾
 

　
て つ

哲
 

 
お

雄 取締役 常務執行役員 ＣＳ本部長 再 任
　

5 や ま

山
 

 
ぎ し

岸
 

　
と し

俊
 

 
ゆ き

之 取締役 執行役員 コーポレート
ガバナンス戦略担当 再 任

　

6 お

尾
 

 
ざ き

﨑
 

　
も と

元
 

 
き

規 社外取締役 再 任 社 外 独 立
　

再 任 再任取締役候補者

社 外 社外取締役候補者 独 立 東京証券取引所の定めに基づく独立役員

　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）６名全員は、本総会終結の時をも
って任期満了となります。
　つきましては、取締役６名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案につきまして、監査等委員会において検討がなされましたが、特段の指摘すべき事項はござい
ませんでした。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

候補者番号 1
　

か し

樫
 

 
お

尾
 

　
か ず

和
 

 
ひ ろ

宏 （1966年１月22日生） 再 任
　　

所有する当社の株式数

571,499株
取締役会への出席状況

出席 14回／開催 14回
（100％）

当社との特別の利害関係

特になし　

略歴、当社における地位及び担当

1991年 ４ 月 当社入社
2007年 ７ 月 同　執行役員

経営統轄部 副統轄部長
2011年 ６ 月 同　取締役 執行役員

ＤＩ事業部長
2013年 ４ 月 同　取締役 執行役員

新規事業開発本部長
2013年10月 同　取締役 執行役員

コンシューマ・システム
事業担当
兼 新規事業開発本部長

　

2014年 ５ 月 同　取締役 専務執行役員
コンシューマ・システム
事業本部長

2015年 ６ 月 同　代表取締役 社長
2021年 ４ 月 同　代表取締役 社長 ＣＥＯ

（現任）
　

重要な兼職の状況

重要な兼職はありません。

取締役候補者とした理由

樫尾和宏氏は、経営管理部門、新規事業開発部門、コンシューマ・システム事業など経営
の主要な部門を歴任し、当社の発展拡大に高い貢献を積み重ねてまいりました。2015年
からは代表取締役 社長として当社の経営を指揮し、現在は、代表取締役 社長 ＣＥＯとし
て、当グループの中長期的な企業価値向上に取り組んでおります。引き続き当社の経営を
指揮するとともに、取締役として経営全般の重要事項について、適切な意思決定及び職務
執行の監督を果たしうると考え、取締役候補者といたしました。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

候補者番号 2
　

な か

中
 

 
や ま

山
 

　
 

　
 

 
じ ん

仁 （1959年３月20日生） 再 任
　　

所有する当社の株式数

11,632株
取締役会への出席状況

出席 10回／開催 10回
（100％）

(2021年6月29日就任以降)
当社との特別の利害関係

特になし　

略歴、当社における地位及び担当

1981年 ４ 月 当社入社
2009年10月 同　執行役員 ＱＶ事業部長
2017年 ２ 月 同　上席執行役員

コンシューマ開発本部長
兼 開発統轄部長

　

2019年11月 同　執行役員
事業開発センター長

2021年 ４ 月 同　専務執行役員 ＣＨＲＯ
2021年 ６ 月 同　代表取締役

専務執行役員 ＣＨＲＯ
（現任）

　

重要な兼職の状況

重要な兼職はありません。

取締役候補者とした理由

中山仁氏は、長年にわたりデジタルカメラを始めとしたコンシューマ事業、新規事業開発
など当社の主要事業に携わり、その事業戦略の構築と推進を通じて事業基盤の強化に高い
貢献を積み重ねてまいりました。現在は代表取締役専務執行役員 ＣＨＲＯとして、会社の
重要な資産である人材価値の最大化を図る役割を担い、当グループの中長期的な企業価値
の向上に取り組んでおります。これらの豊富な経験と実績に基づき、取締役として経営全
般の重要事項について、適切な意思決定及び職務執行の監督を果たしうると考え、取締役
候補者といたしました。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

候補者番号 3
　

た か

高
 

 
の

野
 

　
 

　
 

 
し ん

晋 （1961年２月26日生） 再 任
　　

所有する当社の株式数

19,591株
取締役会への出席状況

出席 14回／開催 14回
（100％）

当社との特別の利害関係

特になし　

略歴、当社における地位及び担当

1984年 ４ 月 当社入社
2007年11月 同　経理部長
2009年12月 同　執行役員 財務統轄部長
　

2015年 ６ 月 同　取締役 執行役員
財務統轄部長

2021年 ４ 月 同　取締役 常務執行役員
ＣＦＯ（現任）

　

重要な兼職の状況

重要な兼職はありません。

取締役候補者とした理由

高野晋氏は、長年にわたり財務統轄部長として財務戦略等の構築と推進を通じて、当グル
ープの中長期的な企業価値の向上に取り組んでまいりました。さらに現在は取締役常務執
行役員 ＣＦＯとして経理、財務戦略等をベースとした経営管理の強化にも取り組んでおり
ます。これらの豊富な経験と実績に基づき、取締役として経営全般の重要事項について、
適切な意思決定及び職務執行の監督を果たしうると考え、取締役候補者といたしました。

15



株
主
総
会
参
考
書
類

招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2022/05/25 22:30:16 / 21825187_カシオ計算機株式会社_招集通知

取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

候補者番号 4
　

か し

樫
 

 
お

尾
 

　
て つ

哲
 

 
お

雄 （1966年12月２日生） 再 任
　　

所有する当社の株式数

398,452株
取締役会への出席状況

出席 14回／開催 14回
（100％）

当社との特別の利害関係

特になし　

略歴、当社における地位及び担当

1992年 ４ 月 当社入社
2004年10月 カシオソフト株式会社 取締役
2005年 ２ 月 カシオ情報サービス株式会社

取締役
2008年 ６ 月 当社　執行役員 営業本部

ＣＳ統轄部長
2016年 ６ 月 同　上席執行役員

ＣＳ統轄部長
　

2018年 ４ 月 同　上席執行役員 ＣＳ本部長
2019年 ６ 月 同　取締役 執行役員

ＣＳ本部長
2021年 ４ 月 同　取締役 常務執行役員

ＣＳ本部長（現任）
　

重要な兼職の状況

重要な兼職はありません。

取締役候補者とした理由

樫尾哲雄氏は、グループ会社経営の経験を有しており、またグループ全体のお客様サービ
スに関するＣＳ業務を通じ、取締役常務執行役員として、経営体質の強化に貢献してまい
りました。これらの豊富な経験と実績に基づき、取締役として経営全般の重要事項につい
て、適切な意思決定及び業務執行の監督を果たしうると考え、取締役候補者といたしまし
た。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

候補者番号 5
　

や ま

山
 

 
ぎ し

岸
 

　
と し

俊
 

 
ゆ き

之 （1960年12月16日生） 再 任
　　

所有する当社の株式数

16,626株
取締役会への出席状況

出席 14回／開催 14回
（100％）

当社との特別の利害関係

特になし　

略歴、当社における地位及び担当

1985年 ４ 月 当社入社
2009年 ４ 月 同　経営統轄部 経営管理部長
2010年12月 同　執行役員 経営統轄部長
2013年 ６ 月 同　取締役 執行役員

経営統轄部長
2018年 １ 月 同　取締役 執行役員

経営改革担当
2018年 ４ 月 同　取締役 執行役員

経営統轄部長
　

2019年10月 同　取締役 執行役員
総務･広報･コーポレート
コミュニケーション担当

2020年 ６ 月 同　取締役 執行役員
ＥＳＧ戦略担当

2022年 ２ 月 同　取締役 執行役員
コーポレートガバナンス
戦略担当（現任）

　

重要な兼職の状況

重要な兼職はありません。

取締役候補者とした理由

山岸俊之氏は、長年にわたり経営統轄部長として全社経営戦略の構築と推進を通じて、当
社の業績拡大に高い貢献を積み重ねてきたとともに、コーポレートガバナンス戦略の担当
役員として、経営基盤の強化に努めております。これらの豊富な経験と実績に基づき、取
締役として経営全般の重要事項について、適切な意思決定及び職務執行の監督を果たしう
ると考え、取締役候補者といたしました。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

候補者番号 6
　

お

尾
 

 
ざ き

﨑
 

　
も と

元
 

 
き

規 （1949年６月６日生） 再 任 社 外 独 立
　　

所有する当社の株式数

0株
取締役会への出席状況

出席 14回／開催 14回
（100％）

当社との特別の利害関係

特になし　

略歴、当社における地位及び担当

1972年 ４ 月 花王石鹸株式会社
（現 花王株式会社）入社

2002年 ６ 月 同　取締役 執行役員
2004年 ６ 月 同　代表取締役 社長執行役員
2012年 ６ 月 同　取締役 取締役会会長

（2014年３月退任）
2012年 ６ 月 公益財団法人花王芸術・

科学財団 代表理事
（2021年３月退任）

2014年 ３ 月 公益社団法人企業メセナ
協議会 理事長（現任）

　

2014年 ６ 月 公益財団法人新国立劇場
運営財団 理事長（現任）

2015年 ６ 月 野村證券株式会社 社外取締役
2016年 ６ 月 本田技研工業株式会社

社外取締役
（2020年６月退任）

2019年 ４ 月 野村證券株式会社 社外取締役
（監査等委員）
（2021年６月退任）

2019年 ６ 月 当社 社外取締役（現任）
　

重要な兼職の状況

公益社団法人企業メセナ協議会 理事長、公益財団法人新国立劇場運営財団 理事長

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要

尾﨑元規氏は、長年にわたり大手企業の経営者を務めた経験を有しております。この経験
を活かし、2019年６月の就任以降、取締役会では、その豊富な経験と高い見識に基づい
た、客観的かつ多角的な視点から、当社の経営全般についての非常に有用な発言･提言を
随時行い、取締役会の議論の活性化や実効性の向上に大いに貢献しております。また、指
名委員会の委員長及び報酬委員会の委員として、取締役選任プロセスの透明性及び実効性
の向上に向けた議論、取締役報酬決定プロセスの検討に関する議論においても貢献してお
ります。これらのことから、引き続き、当社の経営全般について更なる助言と監督を行っ
ていただくため、社外取締役候補者といたしました。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

その他社外取締役候補者に関する事項

１. 尾﨑元規氏は社外取締役候補者であります。
２. 尾﨑元規氏が社外取締役に就任しておりました野村證券株式会社は、同社において、

株式会社東京証券取引所で議論されている上位市場の指定基準及び退出基準に関する
情報について不適切な取扱いが認められたことから、2019年５月に金融庁より、業
務改善命令を受けました。同氏は、本件が判明するまではその事実を認識しておりま
せんでしたが、日頃からコンプライアンス、法令遵守の重要性及びそれらの徹底につ
いて発言しており、当該事実発覚後は、再発防止のための提言を行うなど、社外取締
役として職責を果たしておりました。

３. 尾﨑元規氏は現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、
本総会終結の時をもって3年となります。

４. 尾﨑元規氏は当社の社外役員の独立性判断基準（23頁）を満たしております。当社
は同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出て
おり、同氏の再任が承認された場合は、引き続き独立役員とする予定であります。同
氏は公益社団法人企業メセナ協議会及び公益財団法人新国立劇場運営財団の業務執行
者でありますが、各法人と当グループとの間には特別の関係はありません。また、同
氏は2014年３月まで花王株式会社の取締役 取締役会会長を務めておりました。同社
は当社製品の販売先等でありますが、直近の事業年度における取引額は、当グループ
の連結売上高の１％未満であり、社外取締役の独立性に影響を及ぼすような重要性は
ありません。

５. 当社は、尾﨑元規氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条
第１項の損害賠償責任について、同法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度
とする旨の責任限定契約を締結しております。同氏の再任が承認された場合は、当社
と同氏との間で当該契約を継続する予定であります。

[取締役候補者全員に関する特記事項]
当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することとなる、その職務の執行に関
し責任を負うことで発生する損害賠償金、又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずる争訟費用等を
当該保険契約により塡補することとしております。本議案でお諮りする取締役候補者の各氏については、すでに当該
保険契約の被保険者となっており、選任後も引き続き被保険者となります。なお、役員等賠償責任保険の契約期間
は、1年間であり、当該期間の満了前に取締役会において決議のうえ、これを更新する予定であります。
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補欠取締役（監査等委員）選任議案

第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

　法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠の監査等委員である取締役
１名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本選任の効力につきましては、就任前に限り、監査等委員会の同意を得て、取締役会の決議によりそ
の選任を取り消すことができるものといたします。
　また、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
　補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。
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補欠取締役（監査等委員）選任議案

候補者

　

い

伊
じ ゅ う

集
い ん

院
 

 
く に

邦
み つ

光 （1964年１月25日生）
補欠の監査等委員である

社外取締役候補者　　

所有する当社の株式数

0株
当社との特別の利害関係

特になし　

略歴

1987年10月 サンワ ・ 等松青木監査法人
（現 有限責任監査法人
トーマツ）入所

1991年 ３ 月 公認会計士登録
2000年 7 月 デロイト北京事務所

華北地区統括
2006年 7 月 監査法人トーマツ（現 有限

責任監査法人トーマツ）
パートナー 兼 本部中国室長

　

2011年 ７ 月 有限責任監査法人 トーマツ　
パートナー
（2020年７月退所）

2020年 ７ 月 伊集院邦光公認会計士事務所 
公認会計士（現任）

　

重要な兼職の状況

伊集院邦光公認会計士事務所 公認会計士

補欠の監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要

伊集院邦光氏は、公認会計士としての財務及び会計に関する専門知識と豊富な監査経験を
有しております。また、中国関連の企業支援業務に係る長年の経験を有しております。こ
れらの専門的見地から、当社の経営全般について活発に発言を行い、取締役会の議論の活
性化や実効性の向上に貢献していただくことを期待しております。また、同氏には、監査
等委員である取締役にご就任いただいた際に、指名委員会及び報酬委員会の委員として、
取締役選任プロセスの透明性及び実効性向上に向けた議論、取締役報酬決定プロセスの検
討に関する議論においても貢献していただくことを期待しております。同氏は、直接企業
経営に関与された経験はありませんが、公正中立な第三者的立場から高い専門性と客観的
な視点で当社の経営全般について監査・監督いただけると判断し、補欠の監査等委員であ
る社外取締役候補者といたしました。
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補欠取締役（監査等委員）選任議案

その他補欠の社外取締役候補者に関する事項

１. 伊集院邦光氏は補欠の社外取締役候補者であります。
２. 伊集院邦光氏は当社の社外役員の独立性判断基準（23頁）を満たしております。同

氏が監査等委員である取締役に就任した場合には、当社は同氏を東京証券取引所の定
めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出る予定であります。同氏は伊集
院邦光公認会計士事務所の業務執行者でありますが、同事務所と当グループとの間に
は特別の関係はありません。

３. 当社は、伊集院邦光氏が監査等委員である取締役に就任した場合には、同氏との間
で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任につ
いて、同法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする旨の責任限定契約を
締結する予定であります。

[補欠の監査等委員である取締役候補者に関する特記事項]
当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することとなる、その職務の執行に関
し責任を負うことで発生する損害賠償金、又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずる争訟費用等を
当該保険契約により塡補することとしております。伊集院邦光氏が監査等委員である取締役に就任した場合には、同
氏は当該保険契約の被保険者に含められることとなります。

以上
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補欠取締役（監査等委員）選任議案

＜ご参考１＞社外役員の独立性判断基準について
当社では、社外役員の独立性について、以下の事項に該当しない場合に独立性を有すると判断しております。

１. 会社法で定める社外取締役、社外監査役の資格要件を満たさない者
２. 当社及びグループ会社の主要な取引先もしくはその業務執行者（業務執行取締役、執行役、執行役員等の

重要な使用人。以下同）
３. 当社及びグループ会社を主要な取引先とする者もしくはその業務執行者
４. 当社の主要株主である者もしくはその業務執行者
５. 当社及びグループ会社が主要株主となる会社の業務執行者
６. 当社及びグループ会社の会計監査人である公認会計士又は監査法人に所属する者
７. 当社及びグループ会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門

家又は法律専門家（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である場合は、当該団体に所属する者
（役員、重要な使用人。以下同）をいう）

８. 当社及びグループ会社から多額の寄付金を受領している団体等に所属する者
９. 当社及びグループ会社の業務執行者が役員に就任している会社の業務執行者
10. 就任前３年間において上記２から９に該当していた者
11. 上記２から10のいずれかに該当する者の親族（本人の配偶者、二親等内の親族）
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＜ご参考２＞

氏名 総会後の地位及び担当
(予定)

指名
委員会
(予定)

報酬
委員会
(予定)

専門性及び経験（スキル・マトリクス）

経営・
経営戦略

当社重要
部門運営

財務・
会計

法律・
リスク
管理

グロー
バル

取
締
役

樫尾 和宏 代表取締役 社長 ＣＥＯ ● ● ● ● ●

中山 　仁 代表取締役 専務執行役員
ＣＨＲＯ ● ● ●

高野 　晋 取締役 常務執行役員
ＣＦＯ ● ● ● ●

樫尾 哲雄 取締役 常務執行役員
ＣＳ本部長 ● ●

山岸 俊之
取締役 執行役員

コーポレートガバナンス
戦略担当

● ● ●

尾﨑 元規 社外取締役 ●
委員長 ● ● ●

監
査
等
委
員

阿部 博友
社外取締役

（監査等委員）
監査等委員会委員長

● ●
委員長 ● ●

千葉 通子 社外取締役
（監査等委員） ● ● ● ●

山口 昭彦 取締役
（常勤監査等委員） ● ●

＜ご参考２＞取締役会の構成
第3号議案を原案どおり承認可決いただいた場合、取締役会の構成は以下のとおりとなります。

上記一覧は各氏の有するすべての専門性、経験を示すものではありません。
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事業の経過及びその成果、設備投資の状況、資金調達の状況

1 企業集団の現況に関する事項

売上高 営業利益 経常利益 親会社株主に帰属する
当期純利益

2,523億円
(前期比 10.9%増)

　

220億円
(前期比 43.2%増)

　

221億円
(前期比 35.9%増)

　

158億円
(前期比 32.3%増)

　　

(1) 事業の経過及びその成果
＜全般概況＞
　当期における内外経済は、新型コロナウイルス感染症による影響からの回復傾向が見られた一方、半導体を中心
とした部品不足や、原材料・エネルギー価格の高騰が長期化することによるサプライチェーンの混乱が続きまし
た。加えて、年度後半におけるウクライナ情勢の悪化や中国のゼロコロナ政策による世界経済への影響などによ
り、先行きの不透明感が一層強まる状況となりました。
　このような環境のもと、当グループは、前期の「新時代を見据えた準備の１年」からステップアップし、当期を
「新しいカシオのスタート」と位置づけ、全社最適を実現するためのマトリクス型経営体制の導入、デジタルマー
ケティングの本格稼働などの取り組みを実施いたしました。
　当期の当グループ業績は、第３四半期までは、時計・教育・楽器のコア事業を中心に業績は堅調に推移いたしま
した。第４四半期において世界経済、外部環境の急激な変動による影響を受けたものの、通期では、増収増益とな
りました。
　これらの結果、当期の売上高は2,523億円、営業利益は220億円、経常利益は221億円、親会社株主に帰属する
当期純利益は158億円、１株当たり当期純利益（ＥＰＳ）は65円53銭となりました。
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事業の経過及びその成果、設備投資の状況、資金調達の状況

売 上 高

営 業 利 益

時計
セグメント

1,522億円
（前期比16.0%増）

278億円

　東南アジアにおける部材メ
ーカー稼働制限に伴う生産影
響、中国の新型コロナウイル
ス感染症拡大影響などを受け
ましたが、北米を中心に需要
は回復傾向にあり、増収とな
りました。
　「G-SHOCK」は『2100』
シリーズがグローバルに人気
を博し、『MRG-B5000』や
『GMW-B5000D』など高価
格帯の製品の販売も好調に推
移しました。

売 上 高

営 業 利 益

コンシューマ
セグメント

811億円
（前期比11.7%増）

59億円

　教育は、中南米を中心に休
校 や 在宅授業 が 続 きました
が、インドや中近東で対面授
業が一部再開したことによる
需要を取り込むなど、電卓、
辞書 ともに 増収 となりまし
た。
　楽器は「Slim & Smart」モ
デルが好調に推移し増収とな
りました。

売 上 高

営 業 利 益

システム
セグメント

133億円
（前期比28.8%減）

△22億円

　主な市場である国内におい
て、新型コロナウイルス感染
症の影響による商談の延期な
どを 受 け 、 減収 となりまし
た。

売 上 高

営 業 利 益

その他
セグメント

55億円
（前期比16.7%増）

3億円

　 当 セグメントは 、 成型部
品、金型などグループ会社の
独自事業等であります。

＜セグメント別概況＞

（注）当期より、従来「コンシューマセグメント」に含まれていた「時計セグメント」について、報告セグメントとして記載する方法に変更しており
 ます。上記の売上高前期比については、前期の売上高を変更後のセグメント区分により作成した数値で比較しております。
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事業の経過及びその成果、設備投資の状況、資金調達の状況

［北米］
34,100百万円
（前期比118.4％）

［アジア・その他］
106,928百万円

［日本］
63,821百万円

［欧州］
47,473百万円

（注）記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。

25.3％
Japan

13.5％
North 
America

42.4％
Asia & Others

18.8％
Europe

（前期比97.1％）

（前期比115.1％）

（前期比118.7％）

売上高の地域別構成比

　売上高の地域別構成比は次のとおりであります。

(2) 設備投資の状況
　当期における設備投資につきましては、新製品対応及び生産能力増強のための生産設備を中心に、技術研究開発の
投資を含め、当グループ全体で総額48億円の投資を行いました。セグメント別の内訳は、時計24億円、コンシュー
マ17億円、システム１億円、その他２億円であります。

(3) 資金調達の状況
　当グループは、財務体質強化のため、有利子負債の圧縮に取り組んでおり、当期は38億円を返済した結果、当期
末有利子負債残高は497億円となりました。
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対処すべき課題

1）時計事業……… 「G-SHOCK」のロイヤルカスタマー拡大と自社e-コマース販売比率の拡大で、持続的成
長と高収益体質を維持するとともに新領域創出を推進します。

2）教育事業……… ハードビジネスの安定的な成長と、当社の強みを活かしたソフトビジネスで電子教育市場
での独自のポジションを確立します。

3）楽器事業……… 競争力の高い戦略商品である「Slim & Smart」のラインアップ強化とユーザーコミュニケ
ーションの強化により音を基点としたエンジョイメント市場への領域拡大を図ります。

4）システム事業… お客様の課題を解決するトータルソリューションビジネスへの転換により、収益の安定化
を図ります。

5）新規事業……… 当グループの強みや技術を活かし勝てる領域へ特化するとともに、注力領域の選択と集中
を行い、新市場を創造できる分野に投資を集中してまいります。

(4) 対処すべき課題
　2020年からの世界的な新型コロナウイルス感染症拡大は、私たちのライフスタイルやワークスタイルなどの行動
様式や価値観、そして当グループを取り巻く事業環境に大きな影響を与えましたが、さらに直近では、ウクライナ情
勢の悪化や中国のゼロコロナ政策による世界経済への影響が大きなリスクとして加わるなど、事業環境は日々刻々と
変化し続けております。当グループは、この劇的な環境変化に適応し、社会にとって必要な企業であり続けてまいり
ます。
　このような中、当グループは、2030年度に企業価値最大化を目指す「New CASIO C30プロジェクト」をスター
トいたしました。当グループの社会における存在価値「使う人にとって最も大切な存在を創り続ける」を起点に成長
戦略を策定し、それを全社一丸となった強いチーム力で実行して、「ユーザーファーストで持続可能な社会に欠かせ
ない存在」になることを目指してまいります。
　また、この成長戦略を支える全社基盤の強化として、挑戦を行う人材・組織の醸成と、変化に柔軟に適応できる現
場主導型の事業運営を実現するとともに、DXの活用を加速させることにより、劇的な事業環境変化やリスクに即応
できる経営基盤を構築してまいります。
　①中長期成長戦略の構築

　当社の経営理念である「創造 貢献」（貢献のための創造）のもとで目指す姿に立脚したバックキャストで抜本
的な成長戦略を策定し、中長期の成長戦略に基づくダイナミックな投資やリソース配分を実現してまいります。
これにより強い事業（コア事業）については積極投資による事業領域・規模拡大と収益性アップ、課題事業につ
いては注力領域の選択集中と強い成長戦略により成長事業へと変革してまいります。

　②資本効率の向上
　当グループは、財務安全性を確保しながら成長分野への投資を促進することで、中長期的な成長とROEの持続
的な向上を図ってまいります。また、資本コストを意識した事業活動を推進し、資本効率の最適化やフリー・キ
ャッシュ・フローの創造に努めることで、引き続き企業価値の向上を目指してまいります。
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対処すべき課題

　③事業を通じたサステナブルな社会への貢献
　当グループにとってのサステナビリティとは、「創造 貢献」という経営理念のもと、企業活動を通じて当グル
ープと社会の持続的成長を目指すことと考えております。当グループは、社会から期待される課題の解決に事業
を通じて取り組むことにより、中長期的な企業価値向上と社会の持続的な発展に資するべく、重点的に取り組む
べき６つのマテリアリティ（①脱炭素社会の実現、②資源循環型社会の実現、③自然との共生、④人権の尊重、
⑤ＣＳＲ調達の推進、⑥働きやすい職場環境の提供とダイバーシティの推進）を経営戦略との整合性を取りなが
ら策定し、全社をあげて取り組みを推進しております。また、気候変動の事業に与える影響が重要視される中、
環境に関する取り組みとして「カシオグループ環境ビジョン」を掲げ、具体的なテーマを設定し推進しておりま
す。当グループではサプライチェーン全体でこれらの課題に取り組むことで、引き続きサステナブルな社会の実
現に貢献してまいります。

　④コーポレート・ガバナンスの機能の強化
　当社はコーポレート・ガバナンス機能を強化するため2019年６月より監査等委員会設置会社へ移行し、監督
機能と執行機能を分離、監督機能を強化するとともに業務執行上の意思決定の迅速化、効率化に取り組んでまい
りました。
　さらに当社は、全社視点での最適な意思決定を実践すべく、「事業軸」と「機能軸」のマトリクスによる事業
運営マネジメントを行う体制としており、責任体制とそれに基づく権限委譲を明確化するとともに、環境変化に
即した多角的視点、全社的視点でのタイムリーな意思決定が、活発な議論を通して実現する体制としておりま
す。また、経営資源の最重要要素である人的資産とキャッシュ・フローの全体最適を充実させるため、2021年
４月よりＣＥＯ（最高経営責任者）、ＣＨＲＯ(最高人事責任者)、ＣＦＯ(最高財務責任者）の３チーフオフィサ
ー制による全社最適視点経営を導入し、ガバナンス機能の強化を図っております。
　当社の取締役会は９名の取締役で構成するとともに、経営基盤強化のため、代表取締役を２名体制としており
ます。また、社外取締役は、企業経営をはじめ各分野で豊富な経験・知識を有しており、取締役会においては、
その豊富な経験と高い見識に基づいた客観的かつ多角的な視点から、当社の経営全般について非常に有用な発
言・提言を随時行っており、取締役会の議論の活性化や実効性の向上に貢献しております。今後も、取締役会の
実効性を向上させるとともに、コーポレート・ガバナンス機能を強化してまいります。

　当グループは、お客様一人ひとりのライフスタイルの中で、最も身近で大切な存在を生み出し続けることを使命と
考え、「創造 貢献」の原点に立ち返り、独創的な想像力と強い実行力で、世の中にまだ存在しない新しい市場を生
み出し社会に貢献し続ける企業として、中長期での企業価値向上を目指してまいります。
　株主の皆様におかれましては、引き続き温かいご理解とご支援を賜りますよう、何卒よろしくお願い申しあげま
す。
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財産及び損益の状況の推移、重要な子会社の状況

第63期
（2019年３月期）

第64期
（2020年３月期）

280,750298,161

第65期
（2021年３月期）

227,440

第66期
（2022年３月期）

252,322

売上高
（単位：百万円） 

第63期
（2019年３月期）

第64期
（2020年３月期）

29,06430,262

第65期
（2021年３月期）

15,372

第66期
（2022年３月期）

22,011

営業利益
（単位：百万円） 

第63期
（2019年３月期）

第64期
（2020年３月期）

28,48129,894

第65期
（2021年３月期）

16,321

第66期
（2022年３月期）

22,174

経常利益
（単位：百万円） 

第63期
（2019年３月期）

第64期
（2020年３月期）

17,588

22,135

第65期
（2021年３月期）

12,014

第66期
（2022年３月期）

15,889

親会社株主に帰属する当期純利益
（単位：百万円） 

第63期
（2019年３月期）

第64期
（2020年３月期）

202,539211,594

334,100357,530

第65期
（2021年３月期）

211,895

332,028

第66期
（2022年３月期）

218,897

337,275

総資産／純資産
（単位：百万円） 

純資産
総資産

第63期
（2019年３月期）

第64期
（2020年３月期）

72.23

89.86

第65期
（2021年３月期）

49.52

第66期
（2022年３月期）

65.53

1株当たり当期純利益
（単位：円） 

第63期
（2019年３月期）

第64期
（2020年３月期）

834.98859.02

第65期
（2021年３月期）

873.42

第66期
（2022年３月期）

909.00

1株当たり純資産額
（単位：円） 

第63期
（2019年３月期）

第64期
（2020年３月期）

60.659.2

第65期
（2021年３月期）

63.8

第66期
（2022年３月期）

64.9

自己資本比率
（単位：％） 

(5) 財産及び損益の状況の推移
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財産及び損益の状況の推移、重要な子会社の状況

区分 第63期
（2019年３月期）

第64期
（2020年３月期）

第65期
（2021年３月期）

第66期（当期）
（2022年３月期）

売　　上　　高 (百万円) 298,161 280,750 227,440 252,322
営　業　利　益 (百万円) 30,262 29,064 15,372 22,011
経　常　利　益 (百万円) 29,894 28,481 16,321 22,174
親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円) 22,135 17,588 12,014 15,889
１株当たり当期純利益 (円) 89.86 72.23 49.52 65.53
総　　資　　産 (百万円) 357,530 334,100 332,028 337,275
純　　資　　産 (百万円) 211,594 202,539 211,895 218,897
１株当たり純資産額 (円) 859.02 834.98 873.42 909.00
自 己 資 本 比 率 (％) 59.2 60.6 63.8 64.9

（注）１. 記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。
２. １株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株

式総数により算出しております。
３. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第66期の期首から適用しており、第66期に係る主要な経

営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

(6) 重要な子会社の状況（2022年３月31日現在）

会社名 資本金 議決権比率
（％） 主要な事業内容

山形カシオ株式会社 1,500百万円 100.0 電子時計・電卓・システム機器・部品等
の製造

Casio America, Inc. 80,000千米ドル 100.0 当社製品の販売
Casio Europe GmbH 20,440千ユーロ 100.0 当社製品の販売
Casio Computer (Hong Kong) Ltd. 73,000千香港ドル 100.0 電子時計・電卓・電子楽器等の製造
カシオ電子（深圳）有限公司 5,981千米ドル 100.0 電子時計の設計・製造
カシオ（中国）貿易有限公司 8,800千米ドル 100.0 当社製品の販売
カシオ電子科技（中山）有限公司 9,000千米ドル 100.0 電子辞書・電卓・電子楽器等の製造
カシオ電子（韶関）有限公司 20,000千米ドル 100.0 電子時計の製造

Casio Singapore Pte., Ltd. 30,000千シンガポー
ルドル 100.0 当社製品の販売

Casio (Thailand) Co., Ltd. 1,020,000千バーツ 100.0 電子時計・電卓の製造
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主要な事業内容、主要な事業所

(7) 主要な事業内容（2022年３月31日現在）

セグメント 製品名
時 計 ウオッチ、クロック　等

コ ン シ ュ ー マ 電子辞書、電卓、電子文具、電子楽器　等

シ　ス　テ　ム ハンディターミナル、電子レジスター、経営支援システム、データプロジェクター　等

そ　　の　　他 成形部品、金型　等

　当グループは、時計、コンシューマ、システム、その他の分野において、開発・生産から販売・サービスにわたる
事業を営んでおります。
　主要な製品は次のとおりです。

(8) 主要な事業所（2022年３月31日現在）

名称 所在地
本社 東京都渋谷区本町一丁目６番２号

羽村技術センター 東京都羽村市栄町三丁目２番１号

八王子技術センター 東京都八王子市石川町2951番５号

名称 所在地 名称 所在地

山形カシオ株式会社 山形県東根市 カシオ（中国）貿易有限公司 中国
上海市

Casio America, Inc. New Jersey
U.S.A. カシオ電子科技（中山）有限公司 中国広東省

中山市

Casio Europe GmbH Norderstedt
Germany カシオ電子（韶関）有限公司 中国広東省

韶関市

Casio Computer (Hong Kong) Ltd. Hong Kong Casio Singapore Pte., Ltd. Singapore

カシオ電子（深圳）有限公司 中国広東省
深圳市 Casio (Thailand) Co., Ltd. Nakhonratchasima

Thailand

① 当社

② 重要な子会社
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使用人の状況、主要な借入先の状況

(9) 使用人の状況（2022年３月31日現在）

使用人数（名） 前期末比増減（名）
10,152 減　252

使用人数（名） 前期末比増減（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年）
2,577 減　9 46.1 18.2

① 企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は、就業人員（臨時従業員を除く）を記載しております。

② 当社の使用人の状況

（注）使用人数は、就業人員（臨時従業員を除く）を記載しております。

(10) 主要な借入先の状況（2022年３月31日現在）

借入先 借入額（百万円）
株式会社三井住友銀行 26,500

株式会社三菱ＵＦＪ銀行   8,000

三井住友信託銀行株式会社   8,000

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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会社の株式に関する事項、会社の新株予約権等に関する事項

2 会社の株式に関する事項（2022年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 471,693,000株
(2) 発行済株式の総数 249,020,914株

（注）2022年３月31日付で実施した自己株式の消却により、発行済株式の総数は前期末に比べ10,000,000株減少しております。

(3) 株主数 35,047名

株主名 持株数（千株） 持株比率（%）
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 50,902 21.14

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 22,855 9.49

日本生命保険相互会社 12,985 5.39

有限会社カシオブロス 10,000 4.15
株式会社ＳＭＢＣ信託銀行
（株式会社三井住友銀行退職給付信託口） 7,052 2.93

株式会社日本カストディ銀行
（三井住友信託銀行再信託分・株式会社三井住友銀行退職給付信託口） 6,312 2.62

株式会社三井住友銀行 5,050 2.10

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 4,097 1.70

株式会社日本カストディ銀行（証券投資信託口） 3,562 1.48

公益財団法人カシオ科学振興財団 3,350 1.39

(4) 大株主（上位10名）

（注）１. 当社は自己株式を8,209,844株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。なお、当該株式数は株主名簿上の数であり、実
質的な保有株式数は8,208,844株です。

２. 持株比率は自己株式（8,209,844株）を控除して計算しております。
３. 株式会社ＳＭＢＣ信託銀行（株式会社三井住友銀行退職給付信託口）の持株数7,052千株は、株式会社三井住友銀行が議決権行使の指図権
を留保しております。
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会社の株式に関する事項、会社の新株予約権等に関する事項

株式数 交付対象者数
取締役（監査等委員及び社外取締役を除く） 22,849株 ５名

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

（注）１．当社の株式報酬の内容につきましては、事業報告38ページ「(2)①当事業年度に係る報酬等の総額」に記載しております。
２．監査等委員である取締役及び社外取締役は交付対象外です。

(6) その他株式に関する重要な事項
① 自己株式の取得
　2022年2月21日付取締役会の決議により、以下のとおり自己株式を取得いたしました。
　1）取得した株式の種類及び数：当社普通株式1,837千株
　2）取得価額の総額：2,448百万円
　3）取得した期間：2022年２月22日から2022年３月31日

② 自己株式の消却
　2022年2月21日付取締役会の決議により、以下のとおり自己株式を消却いたしました。
　1）消却した株式の種類及び数：当社普通株式10,000千株
　2）自己株式消却額：14,938百万円
　3）消却後の発行済株式の総数：249,020,914株
　4）消却した日：2022年３月31日

3 会社の新株予約権等に関する事項
　当事業年度の末日における新株予約権の状況
　該当事項はありません。
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会社役員に関する事項

4 会社役員に関する事項
(1) 取締役の状況 （2022年３月31日現在）

地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況
代表取締役 社長 樫　尾　和　宏 ＣＥＯ
代表取締役 専務執行役員 中　山　　　仁 ＣＨＲＯ
取締役 常務執行役員 高　野　　　晋 ＣＦＯ
取締役 常務執行役員 樫　尾　哲　雄 ＣＳ本部長
取締役 執行役員 山　岸　俊　之 コーポレートガバナンス戦略担当

取締役 尾　﨑　元　規 公益社団法人企業メセナ協議会 理事長、公益財団法人新国立劇場運営財団 理
事長

取締役
（監査等委員） 阿　部　博　友 名古屋商科大学ビジネススクール 教授、株式会社アウトソーシング 社外取締

役
取締役
（監査等委員） 千　葉　通　子 千葉公認会計士事務所 公認会計士、ＤＩＣ株式会社 社外監査役、ＴＤＫ株式

会社 社外監査役
取締役
（常勤監査等委員） 山　口　昭　彦

（注）１. 取締役（常勤監査等委員） 内山知之氏は、2021年６月29日開催の第65回定時株主総会終結の時をもって任期満了により退任いたしまし
た。

２. 中山仁氏及び山口昭彦氏は2021年６月29日開催の第65回定時株主総会で新たに選任された取締役であります。
３. 情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて、監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するために山口昭彦氏を常

勤の監査等委員として選定しております。
４. 取締役（監査等委員） 阿部博友氏は、大学院における法律・経営分野に関する研究及び教授職等の経験を通じて、法律・経営分野に関す

る相当程度の知見を有しております。
５. 取締役（監査等委員） 千葉通子氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
６. 取締役（常勤監査等委員） 山口昭彦氏は、当社入社以来、営業管理業務に長年携わりながら、グループ会社を中心とした内部統制や全社

の経営改革プロジェクトの経験を有しております。
７. 取締役 尾﨑元規氏の兼職先である公益社団法人企業メセナ協議会、公益財団法人新国立劇場運営財団と当グループとの間には特別の関係

はありません。
８. 取締役（監査等委員） 阿部博友氏の兼職先である名古屋商科大学と当グループとの間には特別の関係はありません。また、同氏の兼職先

である株式会社アウトソーシングと当グループとの間には人材派遣受入の取引がありますが、直近の事業年度における取引額は、同グルー
プの連結売上高の１％未満であり、特別の関係を生じさせる重要性はありません。

９. 取締役（監査等委員） 千葉通子氏の兼職先である千葉公認会計士事務所及びＤＩＣ株式会社と当グループとの間には特別の関係はありま
せん。また、同氏の兼職先であるＴＤＫ株式会社と当グループとの間には資材購入の取引がありますが、直近の事業年度における取引額
は、同グループの連結売上高の１％未満であり、特別の関係を生じさせる重要性はありません。
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増　田　裕　一 専務執行役員 時計ＢＵ 事業部長
樫　尾　隆　司 専務執行役員 営業本部長
持　永　信　之 常務執行役員 開発本部長
太　田　伸　司 常務執行役員 教育ＢＵ 事業部長
篠　田　豊　可 常務執行役員 環境戦略・次世代環境構築担当
伊　東　重　典 常務執行役員 営業本部 副本部長 兼 マーケティング統轄部長
河　合　哲　哉 常務執行役員 技術本部長
守　屋　孝　司 執行役員 次世代開発環境構築担当
稻　田　能　之 執行役員 物流部長
井　口　敏　之 執行役員 グローバル・インキュベーション構想担当
田　村　誠　治 執行役員 広報・ＩＲ担当
加　藤　朋　生 執行役員 営業本部 海外営業統轄部長
青　鹿　行　男 執行役員 営業本部 国内営業統轄部長
鳴　瀧　康　正 執行役員 経営企画部長
田　中　　　徹 執行役員 カシオ中国董事長
山　下　和　之 執行役員 カシオヨーロッパGｍｂＨ 社長
前　田　卓　紀 執行役員 楽器ＢＵ 事業部長
藤　井　茂　樹 執行役員 システムＢＵ 事業部長
福　士　　　卓 執行役員 生産本部長 兼 山形カシオ 社長

10. 取締役 尾﨑元規氏並びに取締役（監査等委員） 阿部博友、千葉通子の各氏は､会社法に定める社外取締役であります。また、各氏は東京証
券取引所の定めに基づき届け出た独立役員であります。

11. 当社は、取締役 尾﨑元規氏並びに取締役（監査等委員） 阿部博友、千葉通子、山口昭彦の各氏との間で、会社法第427条第１項の規定に
基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任について、同法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする旨の責任限定契約を締結
しております。

12. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者の
範囲は当社の取締役、執行役員、管理職従業員及び子会社の取締役、監査役、執行役員、管理職従業員であります。なお、保険料は会社負
担としており、被保険者は保険料を負担しておりません。当該保険契約により、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うことで発生す
る損害賠償金、又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずる争訟費用等の損害が補填されることとなります。

13. 2022年２月21日付で取締役 山岸俊之氏の担当が、ＥＳＧ戦略担当からコーポレートガバナンス戦略担当となりました。
14. 取締役 尾﨑元規氏は、2021年６月21日をもって野村證券株式会社の社外取締役（監査等委員）を退任いたしました。
15. 取締役（監査等委員） 阿部博友氏は、2021年３月31日をもって一橋大学大学院法学研究科の教授を退任し、2021年４月１日付で名古屋

商科大学ビジネススクールの教授に就任いたしました。また、同氏は、2022年３月29日付で株式会社アウトソーシングの社外取締役に就
任いたしました。

16. 当社は1999年６月29日より執行役員制度を導入しており、上記の取締役兼務者以外の執行役員の氏名及び担当業務は次のとおりです。
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区分 報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる
役員の員数
(名)固定報酬

業績連動報酬

賞与 譲渡制限付
株式報酬

取締役（監査等委員を除く）
（うち社外取締役）

206
（12）

124
（12）

39
（－）

42
（－）

６
（１）

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

36
（21）

36
（21）

－
（－）

－
（－）

４
（２）

合計 242 160 39 42 10

(2) 取締役の報酬等
① 当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３．上記には、2021年６月29日開催の第65回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役（監査等委員）１名を含んでおります。

② 業績連動報酬等に関する事項
業績連動報酬としての賞与については、連結売上高と連結営業利益を主な指標としています。この理由は、業績
伸長を図るための経営努力の結果を、最もよく反映する指標であると考えるためであります。具体的には、各事
業年度の連結売上高と連結営業利益の目標達成度及び実績額等を基礎に、事業実態等の定性的要素も加味し決定
しています。なお、当事業年度の役員報酬の指標とした連結売上高は目標2,650億円に対し実績2,523億円、連
結営業利益は目標265億円に対し実績220億円でした。

③ 非金銭報酬等の内容
非金銭報酬としての株式報酬については、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるととも
に、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的とし、譲渡制限付株式報酬を導入しています。この個人
別付与株数は個人別の報酬年額の一定比率相当額を株価（※）で除した数としています。なお、取締役退任まで譲
渡制限を付しています。（※）発行決議取締役会の前日終値

④ 取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
当社の取締役報酬額については、 2019年６月27日開催の第63回定時株主総会において、取締役（監査等委員
である取締役を除く）は、年額４億円以内（うち社外取締役分年額３千万円以内）（ただし、使用人兼務取締役
の使用人分給与は含まない。）、監査等委員である取締役は、年額７千万円以内と決議いただいております。当
該定時株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く）の員数は、５名（うち社外取締役１名）、
監査等委員である取締役の員数は、３名です。また、譲渡制限付株式報酬については、当該定時株主総会におい
て、取締役（監査等委員及び社外取締役を除く）に対して、上記取締役報酬額の枠内で年額１億円以内（普通株
式総数は年80,000株以内）と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の対象取締役の員数は、４
名です。
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⑤ 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針
ア．取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の決定方法

取締役会は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（以下、「決定方針」という。）の原案を作成す
るよう報酬委員会に諮問し、その答申内容を尊重して2021年３月25日開催の取締役会において決定方針を決
議しました。

イ．決定方針の内容の概要
取締役（監査等委員である取締役を除く、以下同じ）の報酬は、持続的な成長に向けた健全なインセンティブ
として機能させるべく、以下の２点を基本方針とする。

・外部人材の登用を見据えた市場競争力のある報酬水準であること
・健全な企業家精神の発揮に資するインセンティブとなること

報酬水準は、市場ベンチマークを参照したうえで、職務毎の役割期待に応じて設定する。
社外取締役以外の取締役の報酬は、固定報酬と業績連動報酬である賞与及び株式報酬にて構成し、社外取締役
の報酬については、その職務に鑑み固定報酬のみとする。
報酬の構成割合は、業績連動報酬をより重視し、固定報酬を60％・業績連動報酬を40％とする。（業績連動
報酬の内訳は、賞与25％・株式報酬15％）。ただし、個別の役割により比率調整をする場合がある。
報酬の支払時期は、毎年７月～翌６月を報酬年額の支給対象期間とし、固定報酬は月額を毎月支給する。
賞与は12月及び６月に支給し、株式報酬は７月に一括付与とする。

ウ．当事業年度に係る取締役会の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会が判断した理由
個人別の報酬決定に当たり、「⑥取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項」に記載のとおり、
報酬委員会の答申に基づき報酬委員会委員である取締役と協議し決定しているため、取締役会も決定方針に沿
うものであると判断しております。

⑥ 取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
取締役の個人別の報酬等の決定については、社外取締役を委員長とする報酬委員会が、取締役の報酬について、
取締役会の諮問に応じ報酬制度及び報酬水準等を審議、取締役会に答申し、取締役会は、当該答申に基づき、株
主総会で決議された報酬枠内かつ報酬の決定方針に則り個人別の報酬を決定する旨を、代表取締役 社長 樫尾和
宏氏に委任しております。代表取締役社長は、報酬委員会委員である取締役と協議のうえ、報酬委員会の答申に
基づき、個人別の報酬を決定しております。個人別の報酬決定を代表取締役社長に委任する理由は、当社全体の
業績等を俯瞰しつつ各取締役の担当部門の評価を行うには代表取締役社長が最も適しているからであります。
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氏名 主な活動状況及び社外取締役の期待される役割に関して行った職務の概要

取締役　尾　﨑　元　規

当事業年度に開催された取締役会14回の全てに出席し、長年にわたり大手企業の経営者を務めた
豊富な経験と高い見識に基づいた、客観的かつ多角的な視点から、当社の経営全般についての非常
に有用な発言･提言を随時行い、取締役会の議論の活性化や実効性の向上に大いに貢献しておりま
す。また、指名委員会の委員長及び報酬委員会の委員として、取締役選任プロセスの透明性及び実
効性の向上に向けた議論、取締役報酬決定プロセスの検討に関する議論においても貢献しておりま
す。

取締役（監査等委員）
　阿　部　博　友

当事業年度に開催された取締役会14回の全てに出席し、総合商社においての豊富な海外勤務経験
や、大学院における法律・経営分野に関する研究及び教授職等の経験に基づく専門的見地から、当
社の経営全般について活発に発言を行い、取締役会の議論の活性化や実効性の向上に大いに貢献し
ております。また、指名委員会の委員及び報酬委員会の委員長として、取締役選任プロセスの透明
性及び実効性の向上に向けた議論、取締役報酬決定プロセスの検討に関する議論においても貢献し
ております。なお、当事業年度において開催された監査等委員会16回の全てに出席し、その委員
長を務めるとともに、監査結果についての意見交換等、専門的見地から、適宜、必要な発言を行っ
ております。

取締役（監査等委員）
　千　葉　通　子

当事業年度に開催された取締役会14回の全てに出席し、公認会計士としての財務及び会計に関す
る専門的見地や豊富な監査経験から、当社の経営全般について活発に発言を行い、取締役会の議論
の活性化や実効性の向上に大いに貢献しております。また、指名委員会及び報酬委員会の委員とし
て、取締役選任プロセスの透明性及び実効性の向上に向けた議論、取締役報酬決定プロセスの検討
に関する議論においても貢献しております。なお、当事業年度において開催された監査等委員会
16回の全てに出席し、監査結果についての意見交換等、専門的見地から、適宜、必要な発言を行
っております。

(3) 社外役員の当事業年度における主な活動状況
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5 会計監査人の状況

支払額（百万円）

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 77

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 83
（注）１. 記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。

２. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分してお
らず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

３. 監査等委員会は、会計監査人及び社内関係部署から収集した情報等に基づき、監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況や報酬見積りの
算出根拠などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき会社法第399条第1項及び第3項の同意を行っております。

(1) 名称　　　有限責任 あずさ監査法人

(2) 報酬等の額

(3) 当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人の当社の重要な子会社の計算関係書類監
査の状況

　当社の重要な子会社のうち、Casio America, Inc.、Casio Europe GmbH、Casio Computer （Hong Kong） 
Ltd.、カシオ電子（深圳）有限公司、カシオ（中国）貿易有限公司、カシオ電子科技（中山）有限公司、カシオ電子
（韶関）有限公司、Casio Singapore Pte., Ltd.及びCasio （Thailand） Co., Ltd.は、当社の会計監査人以外の公認
会計士又は監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む｡）の監査を受けております。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に
基づき会計監査人を解任いたします。
　また、監査等委員会は、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合には、会計監査人の解任
又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

6 株式会社の支配に関する基本方針
　当社は、財務及び事業の方針の決定を支配する者は、安定的な成長を目指し、企業価値の極大化・株主共同の利益
の増強に経営資源の集中を図る者であるべきと考えております。
　現時点では特別な防衛策は導入いたしておりませんが、今後も引き続き社会情勢等の変化を注視しつつ弾力的な検
討を行ってまいります。
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連結貸借対照表

連結貸借対照表（2022年３月31日現在） (単位：百万円)

科目 金額 科目 金額

資産の部 負債の部
流動資産

現金及び預金

受取手形

電子記録債権

売掛金

有価証券

棚卸資産

その他

貸倒引当金

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土地

リース資産

建設仮勘定

無形固定資産

投資その他の資産

投資有価証券

退職給付に係る資産

繰延税金資産

その他

貸倒引当金　

230,768

98,093

242

1,190

27,583

37,000

60,817

6,462

△619

106,507

57,385

14,315

2,781

2,746

33,046

3,881

616

9,920

39,202

16,496

15,849

5,268

1,617

△28　

流動負債 71,666
支払手形及び買掛金 19,235
短期借入金 235
1年内返済予定の長期借入金 8,000
未払金 15,988
未払費用 12,328
未払法人税等 2,429
契約負債 4,841
製品保証引当金 720
事業構造改善引当金 1,082
その他 6,808

固定負債 46,712
長期借入金 41,500
繰延税金負債 1,291
事業構造改善引当金 320
退職給付に係る負債 653
その他 2,948

負債合計 118,378
純資産の部
株主資本 210,882
資本金 48,592
資本剰余金 50,137
利益剰余金 124,416
自己株式 △12,263
その他の包括利益累計額 8,015
その他有価証券評価差額金 2,626
為替換算調整勘定 3,705
退職給付に係る調整累計額 1,684
純資産合計 218,897

資産合計 337,275 負債純資産合計 337,275
（注）記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。
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連結損益計算書

連結損益計算書（2021年４月１日から2022年３月31日まで） (単位：百万円)

科目 金額

売上高 252,322
売上原価 142,295
売上総利益 110,027
販売費及び一般管理費 88,016
営業利益 22,011
営業外収益
受取利息 393
受取配当金 257
その他 239 889
営業外費用
支払利息 221
為替差損 198
その他 307 726
経常利益 22,174
特別利益
固定資産売却益 5
投資有価証券売却益 1,560 1,565
特別損失
固定資産除却損 32
減損損失 710
投資有価証券評価損 87 829
税金等調整前当期純利益 22,910
法人税、住民税及び事業税 5,663
法人税等調整額 1,358 7,021
当期純利益 15,889
親会社株主に帰属する当期純利益 15,889
（注）記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。
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貸借対照表

貸借対照表（2022年３月31日現在） (単位：百万円)

科目 金額 科目 金額
資産の部 負債の部
流動資産
現金及び預金
受取手形
電子記録債権
売掛金
有価証券
製品
原材料及び貯蔵品
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物
構築物
機械及び装置
車両運搬具
工具、器具及び備品
土地
リース資産
建設仮勘定
無形固定資産
ソフトウエア
その他
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
関係会社出資金
前払年金費用
繰延税金資産
その他
貸倒引当金

　

142,602
38,429
215
1,160
30,112
37,000
21,417
3,688
10,719
△140

122,655
39,204
8,388
178
581
1

1,636
27,376
493
549
8,635
8,591
43

74,814
16,288
27,398
11,903
12,989
5,365
874
△5
　

流動負債 54,182
支払手形 153
電子記録債務 1,755
買掛金 14,383
短期借入金 7,079
1年内返済予定の長期借入金 8,000
リース債務 268
未払金 9,361
未払費用 5,121
未払法人税等 611
契約負債 3,017
製品保証引当金 720
役員賞与引当金 39
事業構造改善引当金 154
設備関係支払手形 240
その他 3,275

固定負債 42,019
長期借入金 41,500
リース債務 331
その他 188

負債合計 96,202
純資産の部
株主資本 166,431
資本金 48,592
資本剰余金 49,644
資本準備金 14,565
その他資本剰余金 35,078
利益剰余金 80,457
利益準備金 7,090
その他利益剰余金 73,367
固定資産圧縮積立金 126
別途積立金 39,880
繰越利益剰余金 33,361

自己株式 △12,262
評価・換算差額等 2,623
その他有価証券評価差額金 2,623
純資産合計 169,055

資産合計 265,257 負債純資産合計 265,257
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

損益計算書（2021年４月１日から2022年３月31日まで） (単位：百万円)

科目 金額

売上高 185,241
売上原価 137,150
売上総利益 48,091
販売費及び一般管理費 43,336
営業利益 4,754
営業外収益
受取利息及び受取配当金 16,096
その他 457 16,554
営業外費用
支払利息 139
為替差損 71
その他 218 428
経常利益 20,880
特別利益
投資有価証券売却益 1,560 1,560
特別損失
固定資産除却損 16
減損損失 594
投資有価証券評価損 87
関係会社株式評価損 40 738
税引前当期純利益 21,701
法人税、住民税及び事業税 1,186
法人税等調整額 1,504 2,690
当期純利益 19,011
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結会計監査報告

有限責任 あずさ監査法人
　　東京事務所
指定有限責任社員 公認会計士 川　瀬　洋　人業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 岩　宮　晋　伍業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 宮　原　さつき業 務 執 行 社 員

独立監査人の監査報告書
2022年５月20日

カシオ計算機株式会社
取締役会　御中

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、カシオ計算機株式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連
結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査
を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、カシオ計算機株
式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対
して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計
算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外
にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結会計監査報告

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当
該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施

する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際

して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記

事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業

の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提
に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不
確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められて
いる。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし
て存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表
示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査
人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む
監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立
性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容に
ついて報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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会計監査報告

有限責任 あずさ監査法人
　　東京事務所
指定有限責任社員 公認会計士 川　瀬　洋　人業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 岩　宮　晋　伍業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 宮　原　さつき業 務 執 行 社 員

独立監査人の監査報告書
2022年５月20日

カシオ計算機株式会社
取締役会　御中

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、カシオ計算機株式会社の2021年４月１日から2022年３月31日ま
での第66期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書
（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に
係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に
従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対し
て意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類
等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にそ
の他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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会計監査報告

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示すること
にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、
我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事
項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどう
かについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、
不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施

する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記

事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の

前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に
関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実
性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監
査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で
きなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示し
ているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む
監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立
性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容に
ついて報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第66期事業年度における取締役の職務の執行について監査いた
しました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づ
き整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を
受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び

使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主
要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通
及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職
務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われるこ
とを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日
企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び
連結注記表）について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告
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監査等委員会の監査報告

カシオ計算機株式会社　監査等委員会

監 査 等 委 員 阿　部　博　友 ㊞
監 査 等 委 員 千　葉　通　子 ㊞
常勤監査等委員 山　口　昭　彦 ㊞

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報

告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　　2022年５月23日

　

（注）監査等委員阿部博友及び千葉通子は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以　上
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セルリアンタワー
東急ホテル

株主総会会場ご案内図

セルリアンタワー東急ホテル 地下２階 ボールルーム
東京都渋谷区桜丘町26番１号　TEL（03）3476－3000（ホテル代表番号）

会 場

※渋谷駅周辺は大規模整備で新しいまちづくりが進められており、工事の状況により経路変更等が発生する場合がございます。
何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。

JR各線JR南改札西口より西口バスターミナルを経て、徒歩約5分
京王井の頭線西口より徒歩約5分

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

新型コロナウイルス感染症に関する対応について

■東急東横線、■東急田園都市線、■京王井の頭線、■JR山手線、■JR埼京線、■JR湘南新宿ライン、
■東京メトロ銀座線、■東京メトロ半蔵門線、■東京メトロ副都心線の渋谷駅

電車：

新型コロナウイルス感染症拡大防止と、皆様の安全・安心を最優先に、株主総会へのご来
場を見合わせることもご検討いただきますようお願い申しあげます。
今後の流行状況により、株主総会の運営に大きな変更が生ずる場合は、下記当社ウェブサ
イトにおいてお知らせいたします。
https://www.casio.co.jp/ir/meeting/


